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年末調整手続の電子化に向けた取組について

　従業員（給与所得者）が給与の支払者に提出する控除申告書を電子データで作成し、給与の支払者に提

供する場合は、保険料控除証明書等の書面（ハガキ等）での添付に代えて、保険会社等から交付を受けた

控除証明書等のデータ（以下「控除証明書等データ」といいます。）を添付することができます。

　これに伴い国税庁では、年末調整手続において、従業員（給与所得者）が控除証明書等データを用いて簡便・

正確に控除申告書を作成することができる「年末調整控除申告書作成用ソフトウェア」（以下「年調ソフト」

といいます。）をパソコン・スマートフォンの公式アプリストアや国税庁ホームページ（パソコン版のみ）

で無償提供しています。

　年調ソフトには主に以下の機能があります。

　① 　保険会社等から交付を受けた控除証明書等データをインポートすることにより、控除申告書の所定

の項目に控除証明書等データの内容を自動入力する機能

　② 　保険料控除等の控除額を自動計算し、控除申告書を作成する機能

　③ 　作成した控除申告書をデータ出力する機能

　なお、①の機能については、マイナポータルと連携し、必要な控除証明書等データを一括取得し、自動

入力することにより控除申告書データを作成すること（マイナポータル連携）も可能となります。

　詳しくは、国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp）の「年末調整手続の電子化に向けた取組について」

ページをご覧ください。

（注） １ 　年調ソフトとマイナポータルを連携させて控除証明書等データを一括取得するためには、マイナンバーカード及

びＩＣカードリーダライタ（マイナンバーカード対応のスマートフォンでも可）が必要となります。

 ２ 　年末調整手続の電子化は、民間ソフトウェア会社の給与システム等でも行うことが可能な場合があります。詳し

くは現在ご利用になっている給与システム等を開発する民間ソフトウェア会社にお尋ねください。

１　年末調整手続の電子化の概要

⑴　給与の支払者のメリット

イ　控除額の検算が不要

　 　従業員が、年調ソフトの控除額の自動計算機能を利用して保険料控除申告書等を作成するため、控

除額の検算事務が不要となります。

ロ　控除証明書等との突合作業が不要

２　年末調整手続の電子化のメリット

 

令和２年７月７日（初校戻し）

数字について、日本語と同じフォントで入力してください（Century は使用しないでください。）。

【別紙１（初校 ）】

 
 
 
【別紙２（初校 ）】注３として記載

３ 給与の支払者が、受給者（給与所得者、給与の支払を受ける人）から上記１から６までの申

告書に記載すべき事項に関し電磁的提供を受けるための必要な措置を講じる等の一定の要件を

満たしていることについて所轄税務署長の承認を受けている場合には、その受給者は、書面に

よる申告書の提出に代えて、電磁的方法により申告書に記載すべき事項の提供を行うことがで

きます（上記６の申告書については、令和２年 月１日以後に提出するものから電磁的提供が

可能となります。）。
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　 　従業員が、年調ソフトに控除証明書等データをインポートすることにより、控除証明書等の内容が

控除申告書の所定の項目に自動入力されるため、控除申告書の記載内容と控除証明書等との突合作業

が不要となります。

ハ　従業員からの問合せが減少

　 　従業員が、年調ソフトの入力支援機能や、「年調ソフトヘルプデスク」を利用することにより、従

業員からの問合せが減少することが見込まれます。

ニ　年末調整関係書類の保管コストの削減

　 　従業員から提供された控除申告書データを原本として保管するため、書類の保管が不要となります

（従業員から書面で提出を受けた書類については保管が必要となります。）。

⑵　従業員（給与所得者）のメリット

イ　控除証明書等の内容の転記・控除額の手計算が不要

　 　年調ソフトに控除証明書等データをインポートすることにより、控除証明書等の内容の転記が不要

になるとともに、控除額を自動計算することができます。

　 　また、「マイナポータル連携」を利用すれば、必要な控除証明書等データを一括取得し、控除証明

書等の内容を控除申告書の所定の項目に自動入力することができます。

ロ　控除証明書等データを紛失しても再取得が容易

　 　控除証明書等（書面）を紛失した場合は、これまで保険会社等に再発行を依頼していましたが、デー

タ取得の場合、誤ってデータを消去してもオンラインで再取得することができます。

ハ　給与の支払者からの確認が減少

　 　年調ソフトの入力支援機能を利用することにより誤りのない控除申告書を作成できますので、控除

申告書データの提出後、給与の支払者からの控除申告書データの内容についての確認が減少すること

が見込まれます。

⑴　実施方法の検討

　 　年末調整手続の電子化に当たり、従業員が使用する控除申告書作成用のソフトウェア（「年調ソフト」

や民間ソフトウェア会社が提供する給与システム等）の選定、電子化後の年末調整手続の事務手順をど

うするかなどを検討します。

⑵　従業員（給与所得者）への周知

　 　⑴の検討結果に加え、保険会社等から控除証明書等データの交付を受けるための手続など、事前準備

が必要であることを早期に従業員へ周知することが必要です。

　 　なお、従業員から控除証明書等データの取得方法について問合せがあった場合には、マイナポータル

連携を利用又はその従業員が契約している保険会社等のホームページ等で確認するよう周知願います。

⑶　給与システム等の改修等

　 　従業員が提供する控除申告書データや控除証明書等データをご利用の給与システム等にインポート

し、年税額等の計算を行うための給与システム等の改修等を行います（詳細については現在ご利用の給

与システム等の民間ソフトウェア会社へお問合せください。）。

３　年末調整手続の電子化に向けた準備
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